
いじめの「重大事態」における学校の設置者の対応

□設置者が調査主体の場合：
調査組織の設置、調査の実施

□学校が調査主体の場合：
必要な指導及び支援

○ 設置者が調査主体となる場合、外部の第
三者を構成員とした組織により、速やかに
調査に着手できるよう、平時からの設置を。

○ 調査について指導助言、人的支援が必要。
調査結果の情報提供についても内容・方
法・時期につき指導助言。

※調査組織：公平性・中立性が確保された組織が客観的な事実認定を行うことができるよう構成すること。このため、
弁護士、精神科医、学識経験者、心理・福祉の専門家等の専門的知識及び経験を有するものであって、
当該いじめの事案の関係者と直接の人間関係又は特別の利害関係を有しない者（第三者）について、職
能団体や大学、学会からの推薦等により参加を図るよう努めるものとする。

□調査結果を設置者（教育委員会等）を通じて地方公共団体の長等に報告

□公立学校の場合：教育委員会会議に報告

○事案の発生や調査結果を教育委員会会議に報告していない例が散見される。
⇒事務局のみで対処方針を決定するのではなく、教育委員会会議における十分な協議を経ること。
総合教育会議の招集を求めることも必要に応じて検討すること。
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